
 

 書式第１２号（法第２８条関係） 
 

2021（令和 3）年度 事業報告書 
2021（令和 3）年 7 月 1 日 から 2022（令和 4）年 6 月 30 日 まで 

 

 

特定非営利活動法人 

ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャパン  

 

 １ 事業の成果 

2021 年度も新型コロナウイルス感染の世界的流行により事業活動および事業収支の双方に影響が及んだが、

多くの支援者やボランティアのご協力により、国内居住支援プロジェクト（ＰＨＷ）を通して、都内在住の主に高齢

者や障がい者の方々を対象にした住まい探し及び清掃や修繕を始めとする環境整備等の援助事業を実施した。

また、若者を対象とした指導者育成事業を対面及びオンラインを活用して実施した。更に、児童養護施設等 8 施

設の修繕活動を行った。これらの活動を通して、団体の理念や活動の意義に賛同するパートナーの輪を広げると

共に、住まいに関する諸問題や市民社会の参画の重要性についても、広く社会に向けて一定の発信を行った。 

 

 ２ 事業の実施に関する事項 

 （１）特定非営利活動に係る事業                              （事業費の総費用 56,434 千円） 

 

事業名 事 業 内 容 
実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の人数 

受益対象 

の範囲 

及び人数 

事業費 

の金額 

 （千円） 

 

 

災害及び戦禍に
よる場合も含
め、国内外の住
まいを必要とし
ている人々に対
する家屋建築、
環境整備等の援
助事業 

都内において、主に高齢者や障

がい者を対象にした国内居住支

援プロジェクト（ＰＨＷ）を実

施した。また、児童養護施設等

の修繕活動を実施した。 

7/2, 7/6, 7/8  

7/13, 7/20, 7/30 

8/5, 8/10, 8/17 

8/27, 8/31, 9/7 

9/14, 9/21, 9/24 

9/27, 9/30, 10/4 

10/8, 10/12, 10/14 

10/22, 10/26, 10/28 

10/29, 11/4, 11/9 

11/12, 11/16, 11/18 

11/25, 11/27, 12/9 

12/11, 12/22, 1/12 

1/18, 1/19, 1/21 

1/27, 2/8, 2/10 

2/13, 2/24, 3/3 

3/10, 3/15, 3/21 

3/22, 3/28, 4/1  

4/5, 4/7, 4/11 

4/18, 4/21, 4/22 

4/25, 5/6, 5/9 

5/13, 5/16, 5/18 

5/21, 5/23, 5/27 

5/29, 5/30, 6/6  

6/9,  6/10, 6/14 

6/20, 6/24 

東京都新宿区を始

めとする 23 区 

神奈川県横浜市、

相模原市 

延べ 239

人（ボラ

ンティア

155 人、

スタッフ

84 人） 

延べ 91 世

帯及び 7 団

体（社会福

祉法人 5, 

公益財団法

人 1, 自治

会 1） 

41,491 

国内外の活動推
進のための指導
者育成事業 

主に全国の大学生を対象に国際

協力や貧困住居問題等について

理解を深める機会・枠組みを提

供した。 

7/3, 7/4, 7/10 

7/11, 7/17, 7/18 

11/28, 12/18-19, 

1/15, 1/16 

京都 大阪 広島  

浜松 北海道 金沢 

仙台 大分 大阪  

東京 

1 人 107 人 

5,262 

10/29-31, 11/6-7 

11/20-21, 3/14-17 
兵庫県丹波市 2 人 40 人 

10/16 

オンライン及び 

国立オリンピック

記念青少年総合セ

ンター（東京都渋

谷区） 

47 人 150 人 



 

国内外の政府

機関、国連機

関及び NGO と

の情報交換及

びネットワー

ク構築事業 

ジャパン・プラットフォーム

(JPF)や国際協力 NGO センター

(JANIC)、ハウジングファース

ト東京プロジェクト等と連携し

て、国際協力分野の発展や国内

外における諸問題の解決に取り

組んだ。 

通年 国内  5 人 N/A 1,538 

国内外の貧困

住居、ホーム

レス等の解消

に関する広報

等の普及・啓

発事業 

団体ホームページやＳＮＳ、ニ

ュースレター、メールマガジン

等の各種媒体を通して普及・啓

発に努めた。 

通年 国内  5 人 N/A 3,530 

 

災害及び戦禍

による場合も

含め、国内外

の住まいを必

要としている

人々に対する

家屋建築、環

境整備等の援

助事業、国内

外の活動推進

のための指導

者育成事業、

国内外の貧困

解消及び緊急

援助のための

人材派遣事

業、国内外の

低価格住居の

技術開発・提

供事業、国内

外の貧困解消

活動及びサー

ビスラーニン

グに関する調

査・研究事

業、国内外の

政府機関、国

連機関及び NGO

との情報交換

及びネットワ

ーク構築事

業、国内外の

貧困住居、ホ

ームレス等の

解消に関する

広報等の普

及・啓発事業 

上記各事業に係る共通活動（企

画、準備、調整、記録・報告等

の活動） 

通年 国内外 5 人 N/A 4,613 

 

 （２）その他の事業 

 なし                

 

 
 
 


